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　(1) 収益的収入及び支出

地方公営 企業 法第
条第３ 項の 規定

に よ る 支 出 額

円 円

第４項

　(2) 資本的収入及び支出

第２項

第３項

第４項

地方公営 企業 法第
条の規 定に よる

繰 越 額

円 円

　たな卸資産購入費に係る仮払消費税及び地方消費税額は 5,063,955円である。

令 和 ５ 年 度 盛 岡 市 水 道 事 業 決 算 報 告 書

　　収　　　　入

区 分

予 算

当 初 予 算 額 補 正 予 算 額
地 方 公 営 企 業 法 第 条 第 項
の 規 定 に よ る 支 出 額 に 係 る
財 源 充 当 額

円 円 円

第１款　事　業　収　益

第１項 営 業 収 益

第２項 営 業 外 収 益

第３項 特 別 利 益

　　支　　　　出

区 分

予 算 額

当 初 予 算 額 補 正 予 算 額 予 備 費 支 出 額 流 用 増 減 額

円 円 　　　　　　　　円

第１款　事　　業　　費 △495,020,000

第１項 営 業 費 用 △564,723,000

第２項 営 業 外 費 用

第３項 特 別 損 失

　　収　　　　入

予 備 費

円

当 初 予 算 額 補 正 予 算 額 小 計
地 方 公 営 企 業 法 第 条 の
規 定 に よ る 繰 越 額 に 係 る
財 源 充 当 額

区 分

予 算 額

円 円 円

第１款  資 本 的 収 入 △94,507,000

第１項 工 事 負 担 金 △141,045,000

負 担 金

出 資 金 △8,000,000

国 庫 補 助 金

第５項 固定資産売却代金

　　支　　　　出

区 分

予 算 額

当 初 予 算 額 補 正 予 算 額 流 用 増 減 額 小 計

円 円 円

第１款  資 本 的 支 出 △391,635,000

第１項 建 設 改 良 費 △391,635,000

第２項 企 業 債 償 還 金

第３項 返 還 金

第４項 投資その他の資産

　資本的収入額が資本的支出額に不足する額 4,101,225,368円は、減債積立金 1,045,696,918円、建設改良積立金 1,158,216,729円、当年度分損　益勘定留保資金 1,680,142,331円、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額 217,169,390円で補塡した。
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継　続　費
逓次繰越額

円

（うち、仮払消費税及び
地方消費税 294,367,422 円）

(うち、仮受消費税及び地方消費税     20,682 円）

(うち、仮受消費税及び地方消費税 26,290,156 円）
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額

決 算 額
予 算 額 に 比 べ
決 算 額 の 増 減

備 考
合 計

円 円 円

△25,852,100 （うち、仮受消費税及び地方消費税 608,550,165 円）

（うち、仮受消費税及び地方消費税  17,049,962 円）

（うち、仮受消費税及び地方消費税  　　 4,050 円）

予 算 額

決 算 額
地方公営企業法第

条第２項の規定
に よ る 繰 越 額

不 用 額 備 考
小 計

地方公営企業法第
条第２項の規定

に よ る 繰 越 額
合 計

円 円 円 円 円 円

(うち、仮払消費税及び
地方消費税 187,868,251 円）

合 計

円

決 算 額
予 算 額 に 比 べ
決 算 額 の 増 減

備 考継 続 費 逓 次 繰 越 額
に 係 る 財 源 充 当 額

円

予 算 額

円 円

△59,700,731

△5,875,135

△54,000,000 翌年度繰越額　　 8,000,000 円

予 算 額

決 算 額

翌　年　度　繰　越　額

不 用 額 備 考
合 計

地方公営企業法第
条の規定による

繰 越 額

継　続　費
逓次繰越額

合 計

円 円 円 円 円 円

　資本的収入額が資本的支出額に不足する額 4,101,225,368円は、減債積立金 1,045,696,918円、建設改良積立金 1,158,216,729円、当年度分損　益勘定留保資金 1,680,142,331円、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額 217,169,390円で補塡した。
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財 務 諸 表





（単位　円）

１　営業収益

　(1) 給水収益

　(2) 他会計負担金

　(3) 受託工事収益

　(4) その他の営業収益

２　営業費用

　(1) 原水及び浄水費

　(2) 配水費

　(3) 給水費

　(4) メーター関係費

　(5) 漏水防止費

　(6) 受託工事費

　(7) 業務費

　(8) 総係費

　(9) 減価償却費

　(10)  資産減耗費

　　  営業利益

３　営業外収益

　(1) 受取利息及び配当金

　(2) 他会計負担金

　(3) 長期前受金戻入

 （4）下水道使用料取扱事務負担金

　(5) 雑収益

４　営業外費用

　(1) 支払利息及び企業債取扱諸費

　(2) 雑支出

 　　 経常利益

５　特別利益

 （1）固定資産売却益

６　特別損失

　(1) 過年度損益修正損 △ 1,870,731

　 　 当年度純利益

      その他未処分利益剰余金変動額

　 　 当年度未処分利益剰余金

令和５年度盛岡市水道事業損益計算書
（令和５年４月１日から令和６年３月31日まで）
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国庫、県補助金 工事負担金 受贈財産評価額 寄附金 その他資本剰余金

減債積立金の積立

建設改良積立金の積立

資本金への組入

（単位　円）

減債積立金の積立

建設改良積立金の積立

資本金への組入

資本剰余金

令 和 ５ 年 度 盛 岡 市 水 道 事 業 剰 余 金 計 算 書

          （令和５年４月１日から   令和６年３月31日まで）

資本金

剰余金

前年度末残高

前年度処分額

議会の議決による処分額

処分後残高

当年度変動額

　令和５年度盛岡市水道事業剰余金処分計算書（案）

減債積立金の取崩し

建設改良積立金の取崩し

他会計繰入金の受入

受贈財産の受入

当年度純利益

当年度末残高

資本金 資本剰余金 未処分利益剰余金

　当年度末残高

議会の議決による処分額
△ 3,981,570,132

△ 499,535,788

　処分後残高

△ 1,278,120,697

△ 2,203,913,647

（繰越利益剰余金）
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（単位　円）

資本剰余金合計 減債積立金 建設改良積立金 災害対策準備金 未処分利益剰余金 利益剰余金合計

△ 4,832,007,591 △ 2,827,089,935

△ 4,832,007,591 △ 2,827,089,935

△ 753,464,284

△ 1,251,453,372

△ 2,827,089,935 △ 2,827,089,935

(繰越利益剰余金)

△ 1,045,696,918 △ 1,158,216,729

△ 1,045,696,918

△ 1,158,216,729

当年度未処分
利益剰余金

資本合計
資本剰余金 利益剰余金

令 和 ５ 年 度 盛 岡 市 水 道 事 業 剰 余 金 計 算 書

          （令和５年４月１日から   令和６年３月31日まで）

剰余金
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（単位　円）

１　固定資産

　(1) 有形固定資産

　　ア　土地

　　イ　立木

　　ウ　建物

　　    減価償却累計額 △ 2,263,694,546

　　エ　建物附属設備

　　　  減価償却累計額 △ 823,030,162

　　オ　構築物

　  　　減価償却累計額 △ 44,483,086,444

　　カ　機械及び装置

　　　  減価償却累計額 △ 11,783,775,832

　　キ　車両運搬具

　　　  減価償却累計額 △ 173,307,342

 　 ク　工具器具備品

　　    減価償却累計額 △ 287,298,853

　　ケ　有形固定資産建設仮勘定

　　 　 有形固定資産合計

　(2) 無形固定資産

　　ア　ダム使用権

　　イ　電話加入権

　    　無形固定資産合計

　(3) 投資その他の資産

　　ア　投資有価証券

　    　投資その他の資産合計

　    　固定資産合計

２　流動資産

　(1) 現金預金

　(2) 未収金

　　　貸倒引当金 △ 15,202,798

　(3) 有価証券

　(4) 貯蔵品

　(5) 前払金

　 　   流動資産合計

　　    資産合計

令和５年度盛岡市水道事業貸借対照表
（令和６年３月31日）

資　　産　　の　　部
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３　固定負債

　(1) 企業債

　　　  企業債合計

　(2) 引当金

　　ア　退職給付引当金

　　イ　修繕引当金

　　　  引当金合計

　　　  固定負債合計

４　流動負債

　(1) 企業債

　　　  企業債合計

　(2) 未払金

　(3) 引当金

　　ア　賞与引当金

　　イ　法定福利費引当金

　　　  引当金合計

　(4) その他流動負債

　　    流動負債合計

５　繰延収益

　(1) 長期前受金

　　　収益化累計額 △ 17,676,367,870

　　    繰延収益合計

　    　負債合計

負　　債　　の　　部

　　ア　建設改良費等の財源に
　　　　充てるための企業債

　　ア　建設改良費等の財源に
　　　　充てるための企業債
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６　資本金

７　剰余金

　(1) 資本剰余金

　　ア　国庫、県補助金

　　イ　工事負担金

　  ウ　受贈財産評価額

　　エ  寄附金

　  オ　その他資本剰余金

　　　  資本剰余金合計

　(2) 利益剰余金

　　ア　減債積立金

　　イ  建設改良積立金

　　ウ　災害対策準備金

　　エ　当年度未処分利益剰余金

　　    利益剰余金合計

　　　  剰余金合計

　   　 資本合計

　　　  負債資本合計

資　　本　　の　　部
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注 記

１ 重要な会計方針に係る事項に関する注記

資産の評価基準及び評価方法

ア 有価証券の評価基準

満期保有目的の債券は償却原価法（定額法）によっている。

イ たな卸資産の評価基準及び評価方法

先入先出法による原価法によっている。

固定資産の減価償却の方法

ア 有形固定資産

量水器を除く資産 定額法によっている。

量水器 取替法によっている。

イ 無形固定資産 定額法によっている。

引当金の計上基準

ア 賞与引当金・法定福利費引当金

職員の期末手当及び奨励手当の支給並びに手当の支給に伴い発生する法定福利費の支払い

に備えるため、当事業年度末における支給見込額に基づき、翌年度の支給見込額のうち当事

業年度の負担に属する額を計上している。

イ 退職給付引当金

職員の退職手当の支給に備えるため、毎事業年度末における退職手当の要支給額に相当す

る金額から他会計が負担すると見込まれる額を控除した額を計上している。 

ウ 貸倒引当金

債権の不納欠損による損失に備えるため、実績率等による回収不能見込額を計上している。

その他会計に関する書類のための基本となる重要な事項

ア 消費税及び地方消費税の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜き方式によっている。

２ 貸借対照表に関する注記

企業債の償還に係る他会計負担金

貸借対照表に計上されている企業債（１年以内の償還予定のものも含む）のうち、企業債の

償還に要する資金の一部を一般会計が負担する額は、 円である。

３ その他の注記

新会計基準移行に係る経過措置

ア 修繕引当金に係る経過措置

平成 年３月 日以前に引き当てられたものについては、引き続き従前の例により取り崩

すこととする。
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引当金の取崩し

ア 賞与引当金・法定福利費引当金

職員の期末手当及び奨励手当を支給するため、賞与引当金 円を取り崩した。ま

た、手当の支給に伴い発生する法定福利費を支払うため、法定福利費引当金 円を

取り崩した。

イ 退職給付引当金

職員の退職手当を支給するため、退職給付引当金 円を取り崩した。

ウ 貸倒引当金

債権の不納欠損による損失が発生したため、貸倒引当金 円を取り崩した。

エ 修繕引当金

修繕費用を支出するため、修繕引当金 円を取り崩した。
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事 業 報 告





令和５年度盛岡市水道事業報告書

１ 概 況

総括事項

「盛岡市総合計画」（平成 年度～令和６年度）の施策「安定給水の確保」の実現に向け、

「第三次盛岡市水道事業基本計画」の基本理念である「安全でおいしい水を、安定的に供給す

る強靭な水道システムを築き、将来にわたってお客さまから信頼される水道」を目指して、効

果的かつ効率的な事業運営を推進し、経営環境の変化に対応した各種取組を行った。

「安全で良質な水道水の供給」については、将来にわたる良好な水道水源の水質を保持する

ために保有する水源涵養林の維持管理及び水道水源地域への浄化槽設置に対する補助金交付、

水質検査計画に基づく水源から給水栓までの水質管理、３階建て以上の中高層建物に対する直

結式給水の促進、給水装置や貯水槽水道の適正管理の指導及び助言を行った。また、適切な配

水能力確保のための配水能力増強事業、配水管内水質管理事業、鉛製給水管の解消のため給水

装置所有者が自ら行う布設替えに対する補助金交付などの事業を実施した。

「災害対策の充実」については、地震などの大規模災害発生時であっても安定した給水を確

保するため、医療機関及び要援護者収容施設までの配水管の耐震化を図るとともに、浄水場間

のバックアップ機能を強化する重要給水施設配水管整備事業、水圧の安定化を図るための配水

幹線整備事業及び配水調整ブロック整備事業を実施した。また、災害時における迅速かつ的確

な対応を身に付けることを目的とした上下水道局内の研修及び災害対応訓練、応急給水用資機

材の整備を行ったほか、災害支援システムの活用により、突発事故などの現場における状況確

認、被害拡大の抑制及び情報共有を行うことで修繕対応の迅速化を図った。

「計画的な施設の更新・改良」については、老朽化が進んでいる各浄配水場施設及び管路を

適切に維持するため、修繕による機能回復や保守点検、長期的な視点に立った経年施設・管路

の計画的な更新を実施した。

「お客さまサービスの向上」については、水道サービス週間において、給水装置の点検・パ

ッキン交換・適正管理のＰＲを行ったほか、水道凍結防止キャンペーン及び水道管の解凍の仕

方講習会を開催した。また、市広報紙、上下水道局の広報紙及び公式ホームページなどにより

分かりやすい情報提供に努めたほか、上下水道局お客さまセンターの運営管理業務の受注者と

連携して、お客さまサービスの向上に努めた。

「健全経営の推進」については、事業の効率化を進め、新たな企業債を発行しないなど、水

道事業経営の安定化・健全化を図ったほか、人材育成・技術継承を推進するため、上下水道局

内の技術継承研修を実施した。

また、令和６年１月１日に発生した令和６年能登半島地震に対して、「日本水道協会東北地

引当金の取崩し

ア 賞与引当金・法定福利費引当金

職員の期末手当及び奨励手当を支給するため、賞与引当金 円を取り崩した。ま

た、手当の支給に伴い発生する法定福利費を支払うため、法定福利費引当金 円を

取り崩した。

イ 退職給付引当金

職員の退職手当を支給するため、退職給付引当金 円を取り崩した。

ウ 貸倒引当金

債権の不納欠損による損失が発生したため、貸倒引当金 円を取り崩した。

エ 修繕引当金

修繕費用を支出するため、修繕引当金 円を取り崩した。
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方支部災害時相互応援に関する協定」に基づき、石川県において応急給水及び被災水道施設の

応急復旧支援のため、職員派遣を行った。

ア 各種事業について

ｱ 安全で良質な水道水の供給

水質検査計画に基づき、浄水場６カ所及び浄配水池６カ所の水質検査、給水栓 カ所の

水質基準項目検査、給水栓 カ所の色・濁り・残留塩素の検査を実施した。

配水能力増強事業として中堤町地内等２地区 ｍの配水管の整備を実施した。

配水管内に付着している夾雑物などの除去による濁水を抑制するため、配水管内水質管

理事業として、松園一丁目地内配水管クリーニング工事により、仕切弁の交換やその他配

水施設の整備、負荷洗管を実施した。

ｲ 災害対策の充実

医療機関及び要援護者収容施設までの配水管の耐震化を推進するため、重要給水施設配

水管整備事業として、青山三丁目外地内等６地区 ｍの整備を実施した。また、水

圧の安定化を図るため、配水幹線整備事業として杜の大橋への配水幹線添架工事を実施し

ている。

非常時の水運用及び安定供給のため、配水調整ブロック整備事業として、本町通三丁目

地内及び中ノ橋通一丁目地内において流量計や水圧計及び配水監視システム通信施設を設

置し、ブロック注入点の施設整備を実施した。

災害の発生に備え、給水タンク車１台を更新し、応急給水袋及びポリタンクなどの応急

給水用資機材を整備するとともに、応急給水訓練を実施した。また、大雨による濁度上昇

に伴う取水停止及び雨水流入による道路冠水などを想定した上下水道局独自の災害対応訓

練を実施した。

ｳ 計画的な施設の更新・改良

経年管対策事業として肴町外地内等 地区 ｍ、配水管整備事業（玉山地域）と

して刈屋地区水道施設更新など下田字生出外地内等３地区 ｍ、区画整理関連事業

として太田地区、都南中央第三地区及び道明地区の３地区 ｍ、道路改良関連事業

として三本柳２地割地内等７地区 ｍ、下水道等関連事業として黒川８地割外地内

等３地区 ｍの配水管の整備を実施した。

配給水管施設維持管理整備事業として、突発的な漏水等が発生した カ所の修繕工事、

水管橋維持管理修繕事業として、夕顔瀬橋橋梁添架管の配水管、大台水管橋の配水管、新

道水管橋の配水管の防食修繕工事を実施した。

また、漏水対策事業として、直営及び業務委託により計画的に漏水調査を行い、 カ所
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の漏水修繕を実施したほか、人工衛星画像による漏水解析業務を委託し、新技術による新

たな調査方法を試験的に導入した。

浄配水場施設整備事業として、高松配水場の動的解析による耐震診断、鉢ノ皮ポンプ場

のインバータ更新、上飯岡配水場流入配管の耐震性能向上のための伸縮可とう管設置、新

庄浄水場の水質計器更新、玉山系浄水場の遠方監視制御盤の整備及び生出浄水場において

ｍの導水管更新工事を実施した。また、米内浄水場において中央監視制御装置の更

新、広域停電に対応するため米内浄水場及び中津川取水場への非常用自家発電設備の設置

工事に着手した。

ｴ お客さまサービスの向上

お客さまサービスとして、口座振替報償金制度、隔月検針毎月徴収制度、基本料金日割

計算制度、ペイジー口座振替受付サービス及びスマートフォン決済サービスを実施したほ

か、ＷＥＢ口座振替受付サービスを開始した。また、上下水道局お客さまセンターの窓口

用自動発券機を活用し、窓口サービスの向上に努めたほか、引っ越しなどに伴う各種手続

き、水道料金、維持管理などについて各世帯にお知らせするガイドブックにより、分かり

やすい情報提供に努めた。

広報活動として、予算及び決算の概要、各種のお知らせなどを市広報紙に掲載したほか、

上下水道局広報紙「みずの輪」、広報パンフレット、上下水道局公式ホームページ及び動

画掲載による情報発信を行うとともに、上下水道局キャラクター（水道ぼうや・下水道あ

いちゃん）の着ぐるみ活用により、親しみやすい広報展開に努めた。また、コロナ禍で休

止していた水道週間に関するイベントを４年ぶりに再開したほか、「ジョブキッズいわて

」に協賛し、小学生を対象とした仕事体験の場を提供した。

ｵ 健全経営の推進

平成 年度から引き続き、新たな企業債を発行しないなど、経費の削減を図りながら業

務の効率化を推進するとともに、料金収納の強化に取り組むなど健全な事業経営に努めた。

水道事業の経営に関する重要な事項などを調査審議するため、上下水道事業経営審議会

を開催した。

地下埋設物の正確な情報管理を図るため導入している図面情報管理システムのデータを

随時更新することにより、水道施設の維持管理、照会対応業務、工事発注及び修繕業務に

おいて有効活用した。

人材育成・技術継承を推進するため、上下水道局内の技術継承研修を実施したほか、オ

ンライン等を活用した研修への参加に努めた。
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イ 業務について

令和５年度末における給水人口は 人で、令和４年度末に比べ 人減少し、行

政区域内人口 人に対し ％の普及率となった。

令和５年度総配水量は ㎥で、令和４年度に比べ ㎥（ ％）減少し、

有収水量は ㎥で、令和４年度に比べ ㎥（ ％）減少した。また、有収

率は ％、有効率は ％となった。

ウ 計理について

令和５年度の営業収益は 円で、令和４年度に比べ 円（ ％）

の増となった。営業費用は 円で、令和４年度に比べ 円（ ％）

の増となった。この結果、営業収益から営業費用を差し引いた 円が営業利益と

して計上された。さらに営業外収益 円、営業外費用 円、特別利益

円、特別損失 円をそれぞれ加減した収益的収支全体では 円

の純利益が生じた。

資本的収支（税込額）は、資本的収入が 円、資本的支出が

円となり、資本的収入が資本的支出に不足する額 円は、減債積立金

円、建設改良積立金 円、当年度分損益勘定留保資金

円、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額 円で補塡

した。
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経営指標に関する事項

令和５年度決算における経営成績について、経営の健全性を示す経常収支比率は、経常費用

の増加による経常利益の減少により、前年度比 ポイント減の ％となったが、健全経

営の水準とされる ％以上で推移している。また、料金水準の妥当性を示す料金回収率は、

前年度比 ポイント減の ％となったが、事業に必要な費用を給水収益で賄えている状

況とされる ％以上で推移している。適切な料金収入を確保しているが、水需要の減少に対

応した料金水準による安定した経営の継続が必要である。

一方、償却対象資産の減価償却の状況を示す有形固定資産減価償却率は前年度比 ポイン

ト増の ％、法定耐用年数を経過した管路延長の割合を示す管路経年化率は前年度比

ポイント増の ％と施設の老朽化が進んでいることから、計画的かつ着実に施設更新を進

める必要がある。このような中、当該年度に更新した管路延長の割合を示す管路更新率は、前

年度比 ポイント増の ％となり、増加の傾向が見られている。

＜経営指標の推移＞

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

％ ％ ％ ％ ％

経 常 収 支 比 率

料 金 回 収 率

有 形 固 定 資 産

減 価 償 却 率

管 路 経 年 化 率

管 路 更 新 率
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　(3) 議会議決事項

議案番号 報告年月日 提出年月日 議決年月日

 報告第　55号 令和５年６月９日

 議案第 104号 令和５年10月２日 令和５年10月23日

 認定第　13号 令和５年10月２日 令和５年10月23日

 議案第 109号 令和５年12月５日 令和５年12月22日

 議案第　12号 令和６年２月22日 令和６年３月27日

 議案第　49号 令和６年３月８日 令和６年３月14日

　(4) 行政官庁認可事項

　　　な　し

　(5) 職員に関する事項

　　ア　年度内職員異動

令和５年度盛岡市水道事業会計補正予算

件　　　　　　　　　名

令和４年度盛岡市水道事業会計予算繰越計算

書の報告について

令和４年度盛岡市水道事業会計決算について

令和４年度盛岡市水道事業未処分利益剰余金

の処分について

令和５年度盛岡市水道事業会計補正予算

令和６年度盛岡市水道事業会計予算

（第１号）

（第２号）

人 人 人 人 人 人
‐

‐

計

企業職（ 技 労 ）

企業職（事務・技術）

区     　分
前年度末 異動状況 当年度末

備　考
在職者数 うち退職者 増 減 在職者数 うち退職者

特 別 職
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　　イ　年度末職員構成

人 人 人 人

（注） ( )内数字は会計年度任用職員内書き

合　　計

計

玉　山　事　務　所

浄
水
課

課 長 ・ 主 幹

副 主 幹 ・
場 長 ・ 所 長

新 庄 浄 水 場

水質管理センター

沢 田 浄 水 場

米 内 浄 水 場

中 屋 敷 浄 水 場

施 設 管 理 係

維 持 管 理 係

水
道
維
持
課

課 長

課 長 補 佐

配 水 調 整 係

計

管 路 整 備第 一係

管 路 整 備第 二係

課長補佐・副主幹

計

水
道
建
設
課

課 長

検 査 係

給
排
水
課

計 画 係

計

排 水 設 備 係

サ ー ビ ス 係

審 査 係

企業会計移行推進室

課長補佐・副主幹

計

課 長

経
営
企
画
課

課 長

課長補佐・副主幹

財 務 係

経 理 係

料 金 係

計

企 画 係

次 長 ・ 参 事

総 務 係
総
務
課

課 長

課 長 補 佐

職 員 係

政 策 統 括 特 別 参 与

部 長

区　　分 特別職
企業職

（事務・技術）
企業職

（　技　労　）
計 備　考

管 理 者
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料金その他供給条件の設定、変更に関する事項

該当事項なし。
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２  工　　事

(1)　建設改良工事等

工事請負費 直　営　費 計

（配給水施設費）
円 円 円

高松～新庄系配水幹線推進（鉄道横断）その１工事 配水管DIP500㎜　L＝69.8ｍ外

太田地区土地区画整理事業地内配水管布設工事 配水管DIP100㎜　L＝555.2ｍ外

道明地区土地区画整理事業及び生活環境整備事業地内配
水管布設その２工事

配水管DIP100㎜　L＝626.4ｍ外

境田町地内配水管布設その１工事 配水管DIP150㎜　L＝162.4ｍ外

玉山馬場字前田外地内配水管布設(第２工区)工事 配水管DIP100㎜　L＝221.1ｍ外

つつじが丘地内配水管布設替工事 配水管DIP50㎜　L＝684.7ｍ外

開運橋通地内配水管布設工事 配水管DIP100㎜　L＝85.6ｍ外

巻堀字巻堀外地内配水管推進（国道横断）工事 配水管DIP150㎜　L＝74.0ｍ外

下田字陣場地内配水管布設（第３工区）工事 配水管DIP75㎜　L＝205.8ｍ外

三本柳2地割地内配水管布設工事 配水管DIP75㎜　L＝84.1ｍ外

都南中央第三地区土地区画整理事業地内配水管布設（第
１工区）工事

配水管DIP100㎜　L＝26.9ｍ

肴町外地内配水管布設替工事 配水管DIP50㎜　L＝942.5ｍ外

青山三丁目外地内配水幹線推進(鉄道横断)工事 配水管DIP400㎜　L＝187.1ｍ外

刈屋地区配水管布設（第４工区）工事 配水管DIP200㎜　L＝1917.2ｍ外

道明地区土地区画整理事業及び生活環境整備事業地内配
水管布設工事

配水管DIP100㎜　L＝498.2ｍ外

太田地区土地区画整理事業地内配水管布設（第２工区）
工事

配水管DIP100㎜　L＝761.2ｍ外

紺屋町外地内配水管布設替工事 配水管DIP50㎜　L＝453.9ｍ外

本町通三丁目外地内配水調整区設定工事 配水管DIP150㎜　L＝47.2ｍ外

神子田町外地内配水管布設替工事 配水管DIP75㎜　L＝300.3ｍ外

津志田５地割外地内配水管移設工事 配水管DIP150㎜　L＝65.6ｍ外

西下台町外地内配水管布設工事 配水管DIP100㎜　L＝303.8ｍ外

米内～中屋敷系配水幹線布設（５－２工区）工事 配水管DIP400㎜　L＝217.4ｍ外

羽場13地割外地内配水管布設替工事 配水管DIP100㎜　L＝119.0ｍ

大館町地内配水管布設替工事 配水管DIP100㎜　L＝507.5ｍ外

西青山三丁目地内配水管布設替工事 配水管DIP50㎜　L＝570.8ｍ外 

工　　事　　件　　名 工　　事　　概　　要
工　　　　事　　　　費
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工事請負費 直　営　費 計
工　　事　　件　　名 工　　事　　概　　要

工　　　　事　　　　費

高松二丁目外地内配水管布設替工事 配水管DIP100㎜　L＝630.9ｍ外

松園一丁目地内配水管クリーニング工事 松園一丁目地内消火栓設置工

上堂一丁目地内配水管布設工事 配水管DIP75㎜　L＝33.0ｍ

米内～中屋敷系配水幹線布設（５－３工区）工事 配水管DIP400㎜　L＝227.6ｍ外

令和５年度市道津志田白沢線道路改良事業に伴う道路改
良工事及び配水管・汚水管布設工事に係る工事負担金

配水管DIP300㎜　L＝170.6ｍ外

黒石野二丁目地内配水管布設工事 配水管DIP75㎜　L＝90.7ｍ外

西見前19地割地内配水管布設工事 配水管DIP75㎜　L＝36.0ｍ外

令和５年度市道永井街道線道路改良事業に伴う道路改良
工事及び配水管布設工事に係る工事負担金

配水管DIP150㎜　L＝170.3ｍ外

西見前18地割地内配水管布設替工事 配水管DIP50㎜　L＝328.8ｍ外

新田町外地内配水管布設替工事 配水管DIP100㎜　L＝86.5ｍ

米内～中屋敷系配水幹線布設（５－１工区）工事 配水管DIP400㎜　L＝354.9ｍ外

中堤町地内配水管布設工事 配水管DIP50㎜　L＝121.2ｍ

上田三丁目地内消火栓設置工事 上田三丁目地内消火栓設置工

東見前８地割外地内配水管布設工事 配水管DIP300㎜　L＝78.6ｍ外

黒川８地割外地内配水管移設工事 配水管DIP100㎜　L＝290.2ｍ外

杜の大橋配水幹線添架工事 配水管布設工外

刈屋地区配水管布設（第５工区）工事 配水管布設工外

メーター取付費

委託料等

消費税及び地方消費税額

（浄配水場施設整備費）
円 円 円

鉢ノ皮ポンプ場インバータ更新工事 鉢ノ皮ポンプ場インバータ更新工

新庄浄水場水質計器外更新工事 新庄浄水場水質計器外更新工

生出浄水場導水管更新工事 生出浄水場導水管更新工

上飯岡配水場伸縮可とう管設置工事 上飯岡配水場伸縮可とう管設置工

玉山系浄水場遠方監視制御盤整備その１工事 玉山系浄水場遠方監視制御盤整備工

小　　　　　　　　　　　　　　　　計
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工事請負費 直　営　費 計
工　　事　　件　　名 工　　事　　概　　要

工　　　　事　　　　費

高松二丁目外地内配水管布設替工事 配水管DIP100㎜　L＝630.9ｍ外

松園一丁目地内配水管クリーニング工事 松園一丁目地内消火栓設置工

上堂一丁目地内配水管布設工事 配水管DIP75㎜　L＝33.0ｍ

米内～中屋敷系配水幹線布設（５－３工区）工事 配水管DIP400㎜　L＝227.6ｍ外

令和５年度市道津志田白沢線道路改良事業に伴う道路改
良工事及び配水管・汚水管布設工事に係る工事負担金

配水管DIP300㎜　L＝170.6ｍ外

黒石野二丁目地内配水管布設工事 配水管DIP75㎜　L＝90.7ｍ外

西見前19地割地内配水管布設工事 配水管DIP75㎜　L＝36.0ｍ外

令和５年度市道永井街道線道路改良事業に伴う道路改良
工事及び配水管布設工事に係る工事負担金

配水管DIP150㎜　L＝170.3ｍ外

西見前18地割地内配水管布設替工事 配水管DIP50㎜　L＝328.8ｍ外

新田町外地内配水管布設替工事 配水管DIP100㎜　L＝86.5ｍ

米内～中屋敷系配水幹線布設（５－１工区）工事 配水管DIP400㎜　L＝354.9ｍ外

中堤町地内配水管布設工事 配水管DIP50㎜　L＝121.2ｍ

上田三丁目地内消火栓設置工事 上田三丁目地内消火栓設置工

東見前８地割外地内配水管布設工事 配水管DIP300㎜　L＝78.6ｍ外

黒川８地割外地内配水管移設工事 配水管DIP100㎜　L＝290.2ｍ外

杜の大橋配水幹線添架工事 配水管布設工外

刈屋地区配水管布設（第５工区）工事 配水管布設工外

メーター取付費

委託料等

消費税及び地方消費税額

（浄配水場施設整備費）
円 円 円

鉢ノ皮ポンプ場インバータ更新工事 鉢ノ皮ポンプ場インバータ更新工

新庄浄水場水質計器外更新工事 新庄浄水場水質計器外更新工

生出浄水場導水管更新工事 生出浄水場導水管更新工

上飯岡配水場伸縮可とう管設置工事 上飯岡配水場伸縮可とう管設置工

玉山系浄水場遠方監視制御盤整備その１工事 玉山系浄水場遠方監視制御盤整備工

小　　　　　　　　　　　　　　　　計

工事請負費 直　営　費 計
工　　事　　件　　名 工　　事　　概　　要

工　　　　事　　　　費

委託料等

消費税及び地方消費税額

（その他施設費）
円 円 円

緊急自動車の購入その３ ニッサン　ＮＶ200バネット　１台

給水タンク車の購入その２ 給水タンク車　１台

インバータ式小型発電機の購入 インバータ式小型発電機　３台

pH計の購入 pH計　１台

移動用ポータブルアンプシステムの購入
移動用ポータブルアンプシステム
一式

漏水探知器の購入 漏水探知器　１台

軽貨物自動車の購入その２ 日産　NV100クリッパーバン　２台

ガスクロマトグラフ質量分析計（VOC測定用）の購入
ガスクロマトグラフ質量分析計（VOC測
定用）　１台

相関式漏水探知器の購入その２ 相関式漏水探知器　一式

消費税及び地方消費税額

合　　　　　　　　　　　　　　　　計

小　　　　　　　　　　　　　　　　計

小　　　　　　　　　　　　　　　　計
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　(2) 主な保存工事等

工　　　　事　　　　費

工事請負費 直　営　費 計

円 円 円

取替工事（20,490個）

水道メーター　（13㎜ 3,651個、 20㎜ 16,032個、
　25㎜　 488個、30㎜　  93個、 40㎜　　103個、
　50㎜　　99個、75㎜　　17個、100㎜　　  6個、
 150㎜　　 1個　　            　 計 20,490個）

配給水管漏水
調査業務

戸別音聴調査　77,400戸
人工衛星画像による漏水解析　715㎞

配給水管漏水
修繕工事

漏水修理工　　  67カ所

浄水場等施設
整備

（米内浄水場）　急速ろ過池空圧式作動弁駆動部修
繕、次亜注入設備分解整備修繕、松園送水ポンプ１
号整備修繕、緩速系着水井躯体外修繕、高圧区分開
閉器修繕、コンデンサ交換修繕、松園配水場コンデ
ンサ交換修繕、松園第２配水場１号配水池塗装修繕

（沢田浄水場）　薬品注入設備修繕、急速ろ過池空
圧式作動弁（１号逆洗弁）駆動部修繕、取水口ITV
装置修繕、コンデンサ交換等修繕

（新庄浄水場）　脱水機整備修繕、コンデンサ交換
修繕、Φ700系配水電動弁修繕、管理本館トイレ手
洗い場修繕

（米内・沢田浄水場）　脱水機整備修繕

（沢田・新庄浄水場）　オートジャーテスター保守
点検整備

その他工事
松園一丁目地内配水管クリーニング工事、夕顔瀬橋
橋梁添架管外防食修繕工事、館向町外地内配水管充
填他工事、上田三丁目外地内配水管充填他工事

工 事 件 名 工 事 概 要 備 考

水道メーター
交換及び口径
変更業務
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３　業    務

　(1)　業務量

　　ア　給水人口、普及率

Ｂ
Ａ

　　イ　配水量、有効及び無効水量

日 日

日 日

　　ウ　配水量

給 水 人 口 Ｂ (人) △ 3,098

区 分 当 年 度 前 年 度 比　較　増　減　(△)

行 政 区 域 内 人 口 Ａ (人) △ 3,197

区 分 当 年 度 前 年 度 比　較　増　減　(△)

総 配 水 量 (㎥) △ 155,797

普 及 率 ×100 (％)

有効 有 収 水 量 △ 116,277

水量 無 収 水 量 △ 31,865

(㎥) 計 △ 148,142

無 効 水 量 (㎥) △ 7,655

有 効 率 (％)

有 収 率 (％)

△ 1,977

一 日 最 小 配 水 量 (㎥) 月 月 △ 555

一 日 最 大 配 水 量 (㎥) 月 月

一 日 平 均 配 水 量 (㎥) △ 648

一 日 平 均 有 収 水 量 (㎥) △ 525

一日一人平均配水量 ℓ

一日一人平均有収水量 ℓ

区 分

当 年 度 前 年 度 比　較　増　減　(△)

配水量（㎥） 構成比（％） 配水量（㎥） 構成比（％） 配水量（㎥） 増減率（％）

中屋敷　浄 水 場 系 △2,912,010 皆　減

米　内　浄 水 場 系

新　庄　浄 水 場 系

沢　田　浄 水 場 系

△ 6.44

刈　屋　浄 水 場 系 △6,645 △ 6.53

生　出　浄 水 場 系 △70,891

△ 12.20

  合           計 △155,797 △ 0.53

前　田　浄 水 場 系 △1,029
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　　エ　年間調定件数及び有収水量

△0.97

△0.60

△15.46

－ －

△0.42

　　オ　給水装置工事に関する事項

区 分
年 間 調 定 件 数 当 年 度 前 年 度 比　較　増　減 (△)

有収水量(㎥) 増減率(％)当年度(件) 前年度(件) 有収水量(㎥)  構成比(％) 有収水量(㎥)  構成比(％)

一

般

用

口径 以下 △ 219,781

口径 以上

小　　　計 △ 164,619

公 衆 浴 場 用 △ 1,172

温 泉 浴 場 用

臨　  時　  用

そ　  の　  他

合　　 　 　計 △ 116,277

翌 年 度 へ 繰 越
 工事区分

新

設

専用給水装置

予 定 栓

項目 
前 年 度 か ら 繰 越 当年度中申込受付 当 年 度 中 竣 工 当 年 度 中 取 消

小　　　 計

私設給水幹線

改　　　　　造

撤　　　　　去

合　　　　　計
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　(2) 事業収入に関する事項

　　ア　収納の状況

前 年 度 か ら 繰 越 過 年 度 修 正 当 年 度 調 定 額

円　 円　 円　

給 水 収 益 △12,187,108　

他 会 計 負 担 金

受 託 工 事 収 益

手 数 料

負 担 金

遅 延 損 害 金

小　　　　　　　　計 △12,187,108　

受 取 利 息 及 び 配 当 金

他 会 計 負 担 金

下水道使用料取扱事務負担金

雑 収 益

小　　　　　　　　計

固 定 資 産 売 却 益

過 年 度 損 益 修 正 益

小　　　　　　　　計

△12,187,108　

△1,218,540　

△1,218,540　

△13,405,648　

事

業

収

益

営

業

収

益

営

業

外

収

益

特

別

利

益

事 業 収 益 計

他 会 計 出 資 金

国 庫 補 助 金

固 定 資 産 売 却 代 金

項 目
　調　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　定

加 入 金

工 事 負 担 金

他 会 計 負 担 金

そ の 他

そ の 他 計

合　　　　　　　　　　計

資 本 的 収 入 計

そ

の

他

仮 受 消 費 税 及 び 地 方 消 費 税

預 り 金 受 入

資

本

的

収

入

―― 28 ――



計

円 円　 円　 ％　

収 納 額 当 年 度 末 未 収 金 収　　納　　率
　調　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　定
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　　イ　事業収益に関する事項

金　　額(円) 構成比(％) 金　　額(円) 構成比(％) 金　　額(円) 増減率(％)

給 水 収 益

他 会 計 負 担 金

受 託 工 事 収 益

そ の 他 の 営 業 収 益

営 業 収 益 計

受 取 利 息 及 び 配 当 金

他 会 計 負 担 金 △61,000 △13.20 

長 期 前 受 金 戻 入

下水道使用料取扱事務負担金

雑 収 益 △1,523,360 △3.20 

営 業 外 収 益 計

固 定 資 産 売 却 益 皆増 

過 年 度 損 益 修 正 益 △381,981 皆減 

そ の 他 特 別 利 益 △16,549,000 皆減 

特 別 利 益 計 △16,890,481 △99.76 

合　　　　　　　計

　(3) 事業費に関する事項

金　　額(円) 構成比(％) 金　　額(円) 構成比(％) 金　　額(円) 増減率(％)

原 水 及 び 浄 水 費 △82,135,593 △8.49 

配 水 費

給 水 費

メ ー タ ー 関 係 費

漏 水 防 止 費

受 託 工 事 費

業 務 費

総 係 費 △7,746,456 △1.71 

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

営 業 費 用 計

支払利息及び企業債取扱諸費 △44,041,403 △31.87 

雑 支 出 △18,799,439 △47.09 

営 業 外 費 用 計 △62,840,842 △35.28 

過 年 度 損 益 修 正 損 △1,024,784 △34.90 

特 別 損 失 計 △1,024,784 △34.90 

合　　　　　　　計

項　　　　　　目
当 年 度 前 年 度 比　較　増　減 (△)

項　　　　　　目
当 年 度 前 年 度 比　較　増　減 (△)
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４  会　　計

　(1) 重要契約の要旨

工　　事　　件　　名契約の方法 契約年月日 契約金額 契　　約　　の　　内　　容 契　約　の　相　手　方

令和 円 　
随意契約 浄配水場等構内整備業務委託 （公社）盛岡市シルバー人材セン

ター

　　　〃 水道管路管理図等整備業務委託 （株）管総研　東京支店

　　　〃 米内浄水場中央監視制御装置部分更新工事 美和電気工業（株）北東北支店

一般競争入札 令和５年度配・給水管漏水調査業務委託 （株）日本レップス　東北営業所

　　　〃 浄配水場等構内草刈業務委託 （株）山與

　　　〃 新庄浄水場導水管更新実施設計業務委託 （株）協和コンサルタンツ　岩手営
業所

　　　〃 令和５年度公設消火栓点検業務委託 第一環境（株）東北支店

　　　〃 高松配水場耐震診断（動的解析）業務委託 （株）ニュージェック　岩手事務所

　　　〃 道明地区土地区画整理事業及び生活環境整備事
業地内配水管布設工事

（株）都南建設

　　　〃 太田地区土地区画整理事業地内配水管布設（第
２工区）工事

富士水工業（株）

　　　〃 紺屋町外地内配水管布設替工事 中亀建設（株）

　　　〃 本町通三丁目外地内配水調整区設定工事 三陸土建（株）

　　　〃 神子田町外地内配水管布設替工事 （株）盛福水道工業

　　　〃 西下台町外地内配水管布設工事 東野建設工業（株）

　　　〃 米内～中屋敷系配水幹線布設（５-２工区）工
事

（株）下河原組

　　　〃 生出浄水場導水管更新工事 （株）山與

　　　〃 門一丁目外地内配水調整区設定工事 （株）山與

　　　〃 (仮称)中屋敷ポンプ場実施設計(詳細設計)業務
委託

新日本設計（株）東北支社盛岡事務
所

　　　〃 大館町地内配水管布設替工事 （株）メグミ

　　　〃 西青山三丁目地内配水管布設替工事 富士水工業（株）

　　　〃 上飯岡配水場伸縮可とう管設置工事 （株）小林水道土木工業所

　　　〃 松園一丁目地内配水管クリーニング工事 （有）光明園

　　　〃 高松二丁目外地内配水管布設替工事 （株）山崎組

随意契約 米内浄水場松園送水ポンプ１号整備修繕 昱機電（株）向洋電機事業所

一般競争入札 米内～中屋敷系配水幹線布設（５-３工区）工
事

（株）高設

　　　〃 夕顔瀬橋橋梁添架管外防食修繕工事 北日本防食（株）

随意契約 新庄浄水場外監視制御装置点検業務委託その１ メタウォーター（株）東北営業部

　　　〃 中屋敷浄水場急速ろ過槽清掃業務委託 （株）東北ターボ工業

一般競争入札 米内浄水場非常用自家発電設備設置工事 （株）明電舎　盛岡営業所

　　　〃 西見前18地割地内配水管布設替工事 （株）高光建設

　　　〃 ガスクロマトグラフ質量分析計（VOC測定用）
の購入

美和電気工業（株）北東北支店
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工　　事　　件　　名契約の方法 契約年月日 契約金額 契　　約　　の　　内　　容 契　約　の　相　手　方

令和 円 　
一般競争入札 米内～中屋敷系配水幹線布設（５－１工区）工

事
新工住建（株）

　　　〃 上田三丁目外地内配水管充填他工事 （株）山與

　　　〃 館向町外地内配水管充填他工事 （株）内澤建設

　　　〃 令和５年度水道メーターの購入　区分５（口径
20㎜・直読式・改造修理品）

（株）阪神計器製作所　関東支店

　　　〃 新庄浄水場２号活性炭吸着池活性炭入替業務委
託

西戸崎興産（株）関東営業所

　　　〃 東見前８地割外地内配水管布設工事 （有）高橋設備工業

　　　〃 黒川８地割外地内配水管移設工事 （株）小林水道土木工業所

随意契約 新庄浄水場脱水機整備修繕 クボタ環境エンジニアリング（株）
東北支店

一般競争入札 刈屋地区配水管布設（第５工区）工事 山崎組・盛岡ガス工業特定共同企業
体

　　　〃 沢田浄水場脱水機更新（機械設備）工事 （株）石垣　東北支店

随意契約 米内浄水場外脱水機整備修繕 石垣メンテナンス（株）東北支店

一般競争入札 沢田浄水場脱水機更新（電気設備）工事 （株）山田電設

　　　〃 中津川取水場非常用自家発電設備設置その１工
事

東芝インフラシステムズ（株）東北
支社

随意契約 中津川取水場自動除塵機修繕 （株）前澤エンジニアリングサービ
ス　東北営業所

一般競争入札 前潟二丁目外地内配水幹線推進（鉄道横断）工
事設計その１業務委託

（株）日新技術コンサルタント　盛
岡出張所

〃 中屋敷浄水場解体工事 樋下建設（株）

随意契約 中屋敷浄水場活性炭ろ過池清掃業務委託 （株）東北ターボ工業

一般競争入札 好摩字芋田向地内配水管布設工事 （株）山與

　　　〃 渋民字駅外地内配水管布設工事 （株）都南建設

　　　〃 令和６年度新庄浄水場警備業務委託 ＡＬＳＯＫ岩手（株）

　　　〃 沢田浄水場脱水機棟改修工事 協同組合　建翔

　　　〃 渋民字岩鼻地内配水管布設その１工事 （有）高橋設備工業

　(2) 企業債の概況

前年度末残高 本年度借入高 本年度償還高 本年度末残高

円 円 円 円

財 務 省 財 政 融 資 資 金

地方公共団体金融機構

合 計

借　　　入　　　先
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工　　事　　件　　名契約の方法 契約年月日 契約金額 契　　約　　の　　内　　容 契　約　の　相　手　方

令和 円 　
一般競争入札 米内～中屋敷系配水幹線布設（５－１工区）工

事
新工住建（株）

　　　〃 上田三丁目外地内配水管充填他工事 （株）山與

　　　〃 館向町外地内配水管充填他工事 （株）内澤建設

　　　〃 令和５年度水道メーターの購入　区分５（口径
20㎜・直読式・改造修理品）

（株）阪神計器製作所　関東支店

　　　〃 新庄浄水場２号活性炭吸着池活性炭入替業務委
託

西戸崎興産（株）関東営業所

　　　〃 東見前８地割外地内配水管布設工事 （有）高橋設備工業

　　　〃 黒川８地割外地内配水管移設工事 （株）小林水道土木工業所

随意契約 新庄浄水場脱水機整備修繕 クボタ環境エンジニアリング（株）
東北支店

一般競争入札 刈屋地区配水管布設（第５工区）工事 山崎組・盛岡ガス工業特定共同企業
体

　　　〃 沢田浄水場脱水機更新（機械設備）工事 （株）石垣　東北支店

随意契約 米内浄水場外脱水機整備修繕 石垣メンテナンス（株）東北支店

一般競争入札 沢田浄水場脱水機更新（電気設備）工事 （株）山田電設

　　　〃 中津川取水場非常用自家発電設備設置その１工
事

東芝インフラシステムズ（株）東北
支社

随意契約 中津川取水場自動除塵機修繕 （株）前澤エンジニアリングサービ
ス　東北営業所

一般競争入札 前潟二丁目外地内配水幹線推進（鉄道横断）工
事設計その１業務委託

（株）日新技術コンサルタント　盛
岡出張所

〃 中屋敷浄水場解体工事 樋下建設（株）

随意契約 中屋敷浄水場活性炭ろ過池清掃業務委託 （株）東北ターボ工業

一般競争入札 好摩字芋田向地内配水管布設工事 （株）山與

　　　〃 渋民字駅外地内配水管布設工事 （株）都南建設

　　　〃 令和６年度新庄浄水場警備業務委託 ＡＬＳＯＫ岩手（株）

　　　〃 沢田浄水場脱水機棟改修工事 協同組合　建翔

　　　〃 渋民字岩鼻地内配水管布設その１工事 （有）高橋設備工業

　(2) 企業債の概況

前年度末残高 本年度借入高 本年度償還高 本年度末残高

円 円 円 円

財 務 省 財 政 融 資 資 金

地方公共団体金融機構

合 計

借　　　入　　　先

(3)　その他会計経理に関する事項

　　   　  　内部留保資金について （単位　円）

Ⅰ 財源

(ⅰ)　前年度から繰越分

ア 利益剰余金（減債積立金）

イ 利益剰余金（建設改良積立金）

ウ 利益剰余金（災害対策準備金）

エ 未処分利益剰余金（純利益）

(ⅱ)　利益剰余金前年度処分額

ア 減債積立金の積立

イ 建設改良積立金の積立 　　

ウ 未処分利益剰余金の処分 △ 2,004,917,656

(ⅲ)　当年度発生分

ア 利益剰余金（純利益）

イ

ウ 当年度分損益勘定留保資金

・長期前受金戻入 △ 739,892,328

　　　　小　　　計

当年度資本的収支不足額補塡分

ア 利益剰余金（減債積立金）

イ 利益剰余金（建設改良積立金）

ウ

エ 当年度分損益勘定留保資金

翌年度繰越分

ア 利益剰余金（減債積立金）

イ 利益剰余金（建設改良積立金）

ウ 利益剰余金（災害対策準備金）

エ 当年度末未処分利益剰余金（純利益）

Ⅲ

当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額

Ⅱ

当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額
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５ その他

他会計負担金等の使途について

ア 消火栓維持管理負担金 円については、修繕費（ ％適用分）に 円

（特定収入）を、職員給与費に 円（特定収入以外）を充当した。

イ 児童手当負担金 円については、職員給与費に全額（特定収入以外）を充当した。

ウ 受託工事収益 円については、修繕費等（ ％適用分）に 円（特定

収入）を、職員給与費に 円（特定収入以外）を充当した。

エ 庁舎管理負担金（他会計） 円については、 委託料等（ ％適用分）に

円（特定収入）を、減価償却費に 円（特定収入以外）を充当した。そ

の他負担金（他会計） 円については、賃借料等（ ％適用分）に 円

（特定収入）を、職員給与費等に 円（特定収入以外）を充当した。

オ 統合簡易水道負担金 円については、企業債利息に全額（特定収入以外）を充当し

た。

カ その他の雑収益中、応急給水に係る費用請求 円については、光熱水費等（ ％適

用分）に 円（特定収入）を、職員給与費に 円（特定収入以外）を充当、岩手県

市町村振興協会専門研修受講費助成金 円については、研修費（ ％適用分）に

全額（特定収入）を充当、令和４年度消費税及び地方消費税確定申告に係る還付加算金

円については、職員給与費に全額（特定収入以外）を充当、職員派遣に要した費用

円については、旅費（ ％適用分）に 円（特定収入）を、職員給与費に

円（特定収入以外）を充当、令和５年７月７日からの大雨災害に係る給水応援関係費

用 円については、旅費等（ ％適用分）に 円（特定収入）を、職員給与費に

円（特定収入以外）を充当、会計年度任用職員人件費の負担金 円について

は、職員給与費等に全額（特定収入以外）を充当、令和４年度福島県沖を震源とする地震に

係る給水応援関係費用 円については、職員給与費に全額（特定収入以外）を充当、水

道料金等徴収業務委託に係る事務負担金 円については、通信運搬費（ ％適用分）

に全額（特定収入）を充当した。

キ 配水管移設補償負担金 円については、工事請負費（ ％適用分）に

円（特定収入）を、職員給与費に 円（特定収入以外）を充当した。

ク 消火栓設置負担金 円については、工事請負費（ ％適用分）に 円

（特定収入）を、職員給与費に 円（特定収入以外）を充当した。

ケ 退職手当負担金 円については、職員給与費に全額（特定収入以外）を充当した。
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そ の 他 の 書 類





５ その他

他会計負担金等の使途について

ア 消火栓維持管理負担金 円については、修繕費（ ％適用分）に 円

（特定収入）を、職員給与費に 円（特定収入以外）を充当した。

イ 児童手当負担金 円については、職員給与費に全額（特定収入以外）を充当した。

ウ 受託工事収益 円については、修繕費等（ ％適用分）に 円（特定

収入）を、職員給与費に 円（特定収入以外）を充当した。

エ 庁舎管理負担金（他会計） 円については、 委託料等（ ％適用分）に

円（特定収入）を、減価償却費に 円（特定収入以外）を充当した。そ

の他負担金（他会計） 円については、賃借料等（ ％適用分）に 円

（特定収入）を、職員給与費等に 円（特定収入以外）を充当した。

オ 統合簡易水道負担金 円については、企業債利息に全額（特定収入以外）を充当し

た。

カ その他の雑収益中、応急給水に係る費用請求 円については、光熱水費等（ ％適

用分）に 円（特定収入）を、職員給与費に 円（特定収入以外）を充当、岩手県

市町村振興協会専門研修受講費助成金 円については、研修費（ ％適用分）に

全額（特定収入）を充当、令和４年度消費税及び地方消費税確定申告に係る還付加算金

円については、職員給与費に全額（特定収入以外）を充当、職員派遣に要した費用

円については、旅費（ ％適用分）に 円（特定収入）を、職員給与費に

円（特定収入以外）を充当、令和５年７月７日からの大雨災害に係る給水応援関係費

用 円については、旅費等（ ％適用分）に 円（特定収入）を、職員給与費に

円（特定収入以外）を充当、会計年度任用職員人件費の負担金 円について

は、職員給与費等に全額（特定収入以外）を充当、令和４年度福島県沖を震源とする地震に

係る給水応援関係費用 円については、職員給与費に全額（特定収入以外）を充当、水

道料金等徴収業務委託に係る事務負担金 円については、通信運搬費（ ％適用分）

に全額（特定収入）を充当した。

キ 配水管移設補償負担金 円については、工事請負費（ ％適用分）に

円（特定収入）を、職員給与費に 円（特定収入以外）を充当した。

ク 消火栓設置負担金 円については、工事請負費（ ％適用分）に 円

（特定収入）を、職員給与費に 円（特定収入以外）を充当した。

ケ 退職手当負担金 円については、職員給与費に全額（特定収入以外）を充当した。

（単位　円）

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益

減価償却費

資産減耗費

引当金の増減額（△は減少） △49,603,451

長期前受金戻入額 △739,892,328

受取利息及び受取配当金 △14,345,253

支払利息

固定資産売却損益（△は益） △40,500

未収金の増減額（△は増加） △28,737,325

未払金の増減額（△は減少）

たな卸資産の増減額（△は増加） △8,712,261

その他流動負債の増減額（△は減少） △58,142,901

有価証券差益 △5,000

小計

利息及び配当金の受取額

利息の支払額 △94,139,688

業務活動によるキャッシュ・フロー

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △3,493,160,572

有形固定資産の売却による収入

有価証券の取得による支出 △700,000,000

工事負担金等による収入

国庫補助金等による収入

他会計からの負担金による収入

投資活動によるキャッシュ・フロー △3,340,178,928

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △1,045,696,918

他会計からの出資による収入

財務活動によるキャッシュ・フロー △858,605,918

　　資金増減額（△は減少） △866,197,427

　　資金期首残高

　　資金期末残高

令和５年度盛岡市水道事業会計キャッシュ・フロー計算書（間接法）

（令和５年４月１日から令和６年３月31日まで）
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項

円

給 水 収 益

　基本料金

　従量料金

　遅収料金

他 会 計 負 担 金

一 般 会 計 負 担 金

受 託 工 事 収 益

受 託 工 事 収 益

給 水 工 事 料

そ の 他 の
営 業 収 益

手 数 料 給水工事設計審査手数料外

負 担 金 庁舎管理負担金外

遅 延 損 害 金

受 取 利 息 及 び
配 当 金

預 金 利 息

有 価 証 券 利 息

他 会 計 負 担 金

一 般 会 計 負 担 金

長 期 前 受 金
戻 入

長 期 前 受 金 戻 入

下 水 道 使 用 料
取扱事務負担金

下水道使用料取扱
事 務 負 担 金

雑 収 益

不 用 品 売 却 収 益 メーター交換差益外

そ の 他 の 雑 収 益

固定資産売却益

固 定 資 産 売 却 益 車両の売却益

営業外
収 益

簡易水道統合事業費負担金

特　別
利　益

減価償却等による長期前受金収益化分

下水道使用料徴収事務受託による収益

不動産賃貸料外

水道料金

2,672,037,870円

3,382,453,584円

609円

消火栓維持管理負担金外

配水管施設等の工事受託による収益

事 業
収 益

営 業
収 益

給 水 収 益

収　　益　　明　　細　　書

款 目 節 金 額 備 考
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原水及び浄水費 配 水 費 給 水 費 メーター関係費 漏 水 防 止 費

円 円 円 円 円 円

給 料

諸 手 当

賞与引当金繰入額

報 酬

法 定 福 利 費

法定福利費引当金繰入額

旅 費 及 び 交 通 費

退 職 給 付 費

報 償 費

被 服 費

備 消 品 費

燃 料 費

光 熱 水 費

印 刷 製 本 費

通 信 運 搬 費

広 告 料

委 託 料

手 数 料

賃 借 料

修 繕 費

動 力 費

路 面 復 旧 費

薬 品 費

材 料 費

工 事 請 負 費

研 修 費

食 糧 費

交 際 費

厚 生 費

会 費 負 担 金

租 税 公 課

保 険 料

補 助 金

負 担 金

貸倒引当金繰入額

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

支払利息及び企業債取扱諸費

雑 支 出

過年度損益修正損

合 計

　地方公営企業法施行令第17条第１項第８号に規定する議会の議決を経なければ流用することのできない経費のうち、  収益的支出の執行状況は次のとおりである。

　　職員給与費 　 予算額（消費税及び地方消費税込み）     921,576,000円　　執行額（消費税及び地方消費税込み)　 879,151,655円

　　交　際　費　  予算額（消費税及び地方消費税込み）         360,000円　  執行額（消費税及び地方消費税込み）　     20,000円

費　　用　　明

勘 定 科 目 合 計
営 業 費 用
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受 託 工 事 費 業 務 費 総 係 費
減 価 償 却 費
資 産 減 耗 費

小 計

円 円 円 円 円 円 円

　地方公営企業法施行令第17条第１項第８号に規定する議会の議決を経なければ流用することのできない経費のうち、  収益的支出の執行状況は次のとおりである。

　　職員給与費 　 予算額（消費税及び地方消費税込み）     921,576,000円　　執行額（消費税及び地方消費税込み)　 879,151,655円

　　交　際　費　  予算額（消費税及び地方消費税込み）         360,000円　  執行額（消費税及び地方消費税込み）　     20,000円

特別損失営業外費用

　　細　　書

営 業 費 用
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固　　　定　　　資　　　産　　　明　　　細　　　書　　　　

(1) 有形固定資産明細書

円 円 円 円

土 地

立 木

建 物

建 物 附 属 設 備

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 両 運 搬 具

工 具 器 具 備 品

有形固定資産建設仮勘定

計

(2) 無形固定資産明細書

円 円 円 円

ダ ム 使 用 権

電 話 加 入 権

計

(3) 投資明細書

円 円 円 円

投 資 有 価 証 券

計

年度当初の現在高 当 年 度 増 加 額 当 年 度 減 少 額 年 度 末 現 在 高

資　産　の　種　類 年度当初の現在高 当 年 度 増 加 額 当 年 度 減 少 額 当年度減価償却高

資　産　の　種　類

資　産　の　種　類 年度当初の現在高 当 年 度 増 加 額 当 年 度 減 少 額 年 度 末 現 在 高
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固　　　定　　　資　　　産　　　明　　　細　　　書　　　　

(1) 有形固定資産明細書

円 円 円 円

土 地

立 木

建 物

建 物 附 属 設 備

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 両 運 搬 具

工 具 器 具 備 品

有形固定資産建設仮勘定

計

(2) 無形固定資産明細書

円 円 円 円

ダ ム 使 用 権

電 話 加 入 権

計

(3) 投資明細書

円 円 円 円

投 資 有 価 証 券

計

年度当初の現在高 当 年 度 増 加 額 当 年 度 減 少 額 年 度 末 現 在 高

資　産　の　種　類 年度当初の現在高 当 年 度 増 加 額 当 年 度 減 少 額 当年度減価償却高

資　産　の　種　類

資　産　の　種　類 年度当初の現在高 当 年 度 増 加 額 当 年 度 減 少 額 年 度 末 現 在 高

固　　　定　　　資　　　産　　　明　　　細　　　書　　　　

当 年 度 増 加 額 当 年 度 減 少 額 累 計

円 円 円 円

円

　地方債（東京都、岩手県、北海道、共同発行債）、地方公共団体金融機構債

減　　価　　償　　却　　累　　計　　額
年度末償却未済高 備　　　　　　考

年 度 末 現 在 高 備　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　考

備　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　考
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　　　企　　　　業　　　　債　　　　明　　　　細　　　　書　　　　

当 年 度 償 還 高 償 還 高 累 計

平成 円 円 円
第 ７ 次 拡 張 事 業 債

配 水 管 整 備 事 業 債

老 朽 管 更 新 事 業 債

簗 川 ダ ム 取 水 事 業 債

第 ７ 次 拡 張 事 業 債

配 水 管 整 備 事 業 債

老 朽 管 更 新 事 業 債

簗 川 ダ ム 取 水 事 業 債

玉 山 村 上 水 道 債

第 ７ 次 拡 張 事 業 債

配 水 管 整 備 事 業 債

老 朽 管 更 新 事 業 債

簗 川 ダ ム 取 水 事 業 債

玉 山 村 上 水 道 債

第 ７ 次 拡 張 事 業 債

〃

配 水 管 整 備 事 業 債

配 水 管 更 生 事 業 債

老 朽 管 更 新 事 業 債

〃

配 水 管 整 備 事 業 債

玉 山 村 上 水 道 債

配 水 管 整 備 事 業 債

老 朽 管 更 新 事 業 債

簗 川 ダ ム 取 水 事 業 債

安 全 対 策 事 業 債

玉 山 村 上 水 道 債

〃

配 水 管 整 備 事 業 債

配 水 管 更 生 事 業 債

簗 川 ダ ム 取 水 事 業 債

老 朽 管 更 新 事 業 債

簗 川 ダ ム 取 水 事 業 債

配 水 管 整 備 事 業 債

安 全 対 策 事 業 債

老 朽 管 更 新 事 業 債

簗 川 ダ ム 取 水 事 業 債

建設改良費等の財源に充てる
ための企業債

種　　　　　　　　類 発行年月日 発　行　総　額
償 還 高
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　　　企　　　　業　　　　債　　　　明　　　　細　　　　書　　　　

円 円 ％ 令和
借入先　財務省財政融資資金

　　　　　　　　〃

　　　　　　　　〃

　　　　　　　　〃

　　　　　　　　〃

　　　　　　　　〃

　　　　　　　　〃

　　　　　　　　〃

　　　　　　　　〃

　　　　　　　　〃

　　　　　　　　〃

　　　　　　　　〃

　　　　　　　　〃

　　　　　　　　〃

　　　　地方公共団体金融機構

　　　　　　　　〃

　　　　　　　　〃

　　　　　　　　〃

　　　　　　　　〃

　　　　　　　　〃

　　　　　　　　〃

　　　　　　　　〃

　　　　財務省財政融資資金

　　　　　　　　〃

　　　　　　　　〃

　　　　　　　　〃

　　　　　　　　〃

　　　　地方公共団体金融機構

　　　　　　　　〃

　　　　　　　　〃

　　　　　　　　〃

　　　　　　　　〃

　　　　　　　　〃

　　　　　　　　〃

　　　　　　　　〃

　　　　財務省財政融資資金

　　　　　　　　〃

利　率 償還終期 備　　　　　　考未 償 還 残 高 発　行　価　額

―― 43 ――



当 年 度 償 還 高 償 還 高 累 計
種　　　　　　　　類 発行年月日 発　行　総　額

償 還 高

平成 円 円 円
安 全 対 策 事 業 債

玉 山 村 上 水 道 債

〃

玉 山 村 簡 易 水 道 事 業 債

玉 山 村 上 水 道 債

〃

〃

簗 川 ダ ム 取 水 事 業 債

老 朽 管 更 新 事 業 債

簗 川 ダ ム 取 水 事 業 債

安 全 対 策 事 業 債

玉 山 村 簡 易 水 道 事 業 債

玉 山 村 上 水 道 債

〃

安 全 対 策 事 業 債

老 朽 管 更 新 事 業 債

簗 川 ダ ム 取 水 事 業 債

玉 山 村 上 水 道 債

〃

安 全 対 策 事 業 債

老 朽 管 更 新 事 業 債

簗 川 ダ ム 取 水 事 業 債

玉 山 村 上 水 道 債

〃

〃

〃

〃

安 全 対 策 事 業 債

配 水 管 整 備 事 業 債

簗 川 ダ ム 取 水 事 業 債

玉 山 村 上 水 道 債

〃

玉 山 村 簡 易 水 道 事 業 債

安 全 対 策 事 業 債

配 水 管 整 備 事 業 債

簗 川 ダ ム 取 水 事 業 債

玉 山 村 簡 易 水 道 事 業 債

玉 山 村 上 水 道 債

安 全 対 策 事 業 債
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利　率 償還終期 備　　　　　　考未 償 還 残 高 発　行　価　額

円 円 ％ 令和
借入先　財務省財政融資資金

　　　　　　　　〃

　　　　地方公共団体金融機構

　　　　財務省財政融資資金

　　　　　　　　〃

　　　　地方公共団体金融機構

　　　　　　　　〃

　　　　　　　　〃

　　　　　　　　〃

　　　　　　　　〃

　　　　　　　　〃

　　　　財務省財政融資資金

　　　　地方公共団体金融機構

　　　　　　　　〃

　　　　財務省財政融資資金

　　　　　　　　〃

　　　　　　　　〃

　　　　　　　　〃

　　　　　　　　〃

　　　　地方公共団体金融機構

　　　　　　　　〃

　　　　　　　　〃

　　　　　　　　〃

　　　　　　　　〃

　　　　　　　　〃

　　　　　　　　〃

　　　　　　　　〃

　　　　財務省財政融資資金

　　　　　　　　〃

　　　　　　　　〃

　　　　　　　　〃

　　　　　　　　〃

　　　　　　　　〃

　　　　地方公共団体金融機構

　　　　　　　　〃

　　　　　　　　〃

　　　　財務省財政融資資金

　　　　地方公共団体金融機構

　　　　財務省財政融資資金
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当 年 度 償 還 高 償 還 高 累 計
種　　　　　　　　類 発行年月日 発　行　総　額

償 還 高

平成 円 円 円
簗 川 ダ ム 取 水 事 業 債

玉 山 村 上 水 道 債

安 全 対 策 事 業 債

簗 川 ダ ム 取 水 事 業 債

玉 山 村 簡 易 水 道 事 業 債

玉 山 村 上 水 道 債

〃

安 全 対 策 事 業 債

簗 川 ダ ム 取 水 事 業 債

玉 山 村 上 水 道 債

〃

安 全 対 策 事 業 債

簗 川 ダ ム 取 水 事 業 債

安 全 対 策 事 業 債

玉 山 村 上 水 道 債

〃

〃

安 全 対 策 事 業 債

簗 川 ダ ム 取 水 事 業 債

玉 山 村 上 水 道 債

安 全 対 策 事 業 債

簗 川 ダ ム 取 水 事 業 債

安 全 対 策 事 業 債

配 水 管 整 備 事 業 債

鉛 製 給 水 管 更 新 事 業 債

安 全 対 策 事 業 債

鉛 製 給 水 管 更 新 事 業 債

安 全 対 策 事 業 債

鉛 製 給 水 管 更 新 事 業 債

安 全 対 策 事 業 債

鉛 製 給 水 管 更 新 事 業 債

安 全 対 策 事 業 債

鉛 製 給 水 管 更 新 事 業 債

安 全 対 策 事 業 債

鉛 製 給 水 管 更 新 事 業 債

安 全 対 策 事 業 債

鉛 製 給 水 管 更 新 事 業 債

安 全 対 策 事 業 債

鉛 製 給 水 管 更 新 事 業 債
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利　率 償還終期 備　　　　　　考未 償 還 残 高 発　行　価　額

円 円 ％ 令和
借入先　財務省財政融資資金

　　　　　　　　〃

　　　　地方公共団体金融機構

　　　　　　　　〃

　　　　財務省財政融資資金

　　　　地方公共団体金融機構

　　　　　　　　〃

　　　　財務省財政融資資金

　　　　　　　　〃

　　　　　　　　〃

　　　　　　　　〃

　　　　地方公共団体金融機構

　　　　　　　　〃

　　　　財務省財政融資資金

　　　　　　　　〃

　　　　地方公共団体金融機構

　　　　　　　　〃

　　　　　　　　〃

　　　　　　　　〃

　　　　　　　　〃

　　　　財務省財政融資資金

　　　　　　　　〃

　　　　地方公共団体金融機構

　　　　　　　　〃

　　　　　　　　〃

　　　　　　　　〃

　　　　　　　　〃

　　　　　　　　〃

　　　　　　　　〃

　　　　　　　　〃

　　　　　　　　〃

　　　　　　　　〃

　　　　　　　　〃

　　　　　　　　〃

　　　　　　　　〃

　　　　　　　　〃

　　　　　　　　〃

　　　　　　　　〃

　　　　　　　　〃
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当 年 度 償 還 高 償 還 高 累 計
種　　　　　　　　類 発行年月日 発　行　総　額

償 還 高

平成 円 円 円
安 全 対 策 事 業 債

〃

公営企業緊急防災・減災事業

安 全 対 策 事 業 債

〃

〃

合　　　　　　計
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利　率 償還終期 備　　　　　　考未 償 還 残 高 発　行　価　額

円 円 ％ 令和
借入先　地方公共団体金融機構

　　　　　　　　〃

　　　　　　　　〃

　　　　　　　　〃

　　　　　　　　〃

　　　　　　　　〃
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